第３号様式
参加資格確認書
【参加資格要件】
	１
	地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定のほか、次のいずれにも該当しないこと。
ア　電子交換所による取引停止処分を受けた日から２年間を経
過しない者又は当該業務委託等の開札日（見積り合わせの日）
前６か月以内に手形若しくは小切手の不渡りを出した者。
イ　会社更生法（平成１４年法律第１５４号）の適用の申請をし
た者で、同法に基づく裁判所からの更生手続開始の決定がされ
ていない者。
ウ　民事再生法（平成１１年法律第２２５号）の適用の申請をし
た者で、同法に基づく裁判所からの再生手続開始の決定がされ
ていない者。
エ　警察当局から、暴力団員が実質的に経営を支配する者又はこ
れに準ずる者として国の調達事案に関し排除要請があり、か
つ、当該状態が継続している者。
オ　事業協同組合等が参加申込みをする場合において、その組合
等の構成員になっている者。
カ　参加しようとする者との間に「特定関係にある会社同士の入
札参加制限基準」に規定する資本関係又は人的関係がある者。
	はい　・　いいえ

	２
	令和８年度・９年度松戸市入札参加業者資格者名簿に登載されている者で、松戸市の入札参加資格の指名停止を受けていないこと。
	はい　・　いいえ

	３
	参加申込書の提出期限から最優秀提案者の特定までの間に、松戸市建設工事等請負業者等指名停止基準による指名停止、松戸市建設工事等暴力団対策措置要綱による指名除外及び松戸市入札参加有資格者実態調査実施要領に基づく入札参加停止措置を受けていないこと。
	はい　・　いいえ

	４
	プライバシーマーク、ＩＳＯ／ＩＥＣ２７００１、ＪＩＳ　Ｑ２７００１のいずれかの認証（認定）取得をしており、情報管理を適切に行えること。
	はい　・　いいえ

	５
	ア　令和３年４月１日以降に、本市と同等規模以上の自治体（人口４０万人以上※1）との介護保険業務に係る委託業務を受託し、完遂した企業としての実績があること。
イ　本業務に配置する統括責任者（業務を統括し本市との全体進捗会議に原則として常時出席）が、同種同業の統括責任者として２年以上の経験があり、令和３年４月１日以降に本市と同等規模以上（人口４０万人以上）の自治体との介護保険業務に係る委託業務※2について、統括責任者として当初より従事し、完遂もしくは継続している実績があること。

※１　契約期間中全ての期間において４０万人以上であることが望ましいが、難しい場合
は契約期間中の特定の期間でも可 。
※２　本調達同様の委託業務である要介護認定申請、介護保険被保険者の資格管理及び介護保険料の徴収、介護サービスの給付等の介護保険に係る業務における窓口、電話対応を含む定型的業務全般が望ましいが、最低限、要介護認定申請書の受付から認定結果の通知までの委託業務実績があること。
	はい　・　いいえ



